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定期監査の結果に関する措置状況 

（令和元年８月２６日から令和元年１２月２４日まで実施分） 

 

１ 財務事務指摘事項に対する措置状況 

 

〇事業者への代金支払 

指摘事項 指摘内容 指摘事項に対する措置結果 部 課 

契約代金の

支払 

・みどり公園課における公園

等清掃・砂場熱処理の委託（湯

島・目白台周辺地区）契約で

の各月払の代金支払におい

て、事業者に対して請求書提

出を求めることが困難な状況

でないにもかかわらず、この

うち２か月分合計 3,691,137

円が検査完了後から事業者へ

の支払いまで３か月から４か

月以上経過していた。 

 

 

・次に、文京清掃事務所にお

ける車庫樹木剪定管理委託契

約の代金 197,100 円の支払い

において、事業者に対して請

求書提出を求めることが困難

な状況でないにもかかわら

ず、検査完了後から事業者へ

の支払いまで４か月程度経過

しているものがあった。 

 

・次に、施設管理課における

保育園等福祉施設清掃等業務

委託契約での各月払の代金支

払において、事業者に対して

請求書提出を求めることが困

難な状況でないにもかかわら

ず、このうち７か月分合計

15,287,400円が検査完了後か

ら事業者への支払いまで２か

月から３か月以上経過してい

た。 

また、保全技術課における

文京シビックセンターセキュ

リティシステム保守業務委託

契約での年２回払の代金支払

において、事業者に対して請

求書提出を求めることが困難

な状況でないにもかかわら

・事業者から請求書が提出されない

ために支払の遅れが生じており、令

和元年10月11日付けで日々履行型

業務委託成績評定要綱による指示

書を事業者に交付し、改善報告書を

受領した。その後請求書は、各月初

旬の検査完了後、中旬までには提出

され、検査完了後２か月以内に支払

を行っている。 

 

 

 

 

・支出案件について、遅延すること

がないよう、更に所内に周知徹底し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

・支払業務について、検査完了後、

速やかに請求書の提出を求めると

ともに、支払状況の管理、確認を徹

底するよう部内周知を行った。 

また、指摘された施設管理課にお

ける保育園等福祉施設清掃等業務

委託契約及び保全技術課における

文京シビックセンターセキュリテ

ィシステム保守業務委託契約につ

いて、本年度は遅滞なく支払業務を

行っている。 

土木部 

みどり公園課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資源環境部 

文京清掃事務所 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設管理部 

施設管理課 

保全技術課 
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ず、このうち１回分 4,093,200

円が検査完了後から事業者へ

の支払いまで３か月以上経過

していた。 

 

検査完了後、速やかに請求

書の提出を求めるとともに、

支払状況の管理、確認を徹底

し、適正な時期に支払いを行

われたい。 

 

〇事務関係 

指摘事項 指摘内容 指摘事項に対する措置結果 部 課 

納付書の別

人への誤送

付 

児童扶養手当の過誤払に係

る返還金の収納事務におい

て、返還請求に関する納付書

を送付する際、個人情報の記

載された納付書２名分を取り

違えて封入したため、それぞ

れ別の納人に納付書が送付さ

れた。この納付書を受け取っ

た納人が誤送付に気付かず返

還金の納付を行った結果、本

来納付すべき本人の返還金額

と異なる金額が納付された。 

納付書の発行、封入時にお

ける複数の者によるチェック

の実施等基本的な内部統制を

強化するとともに、職員間で

個人情報の取扱いに対する意

識の向上を図り、文京区個人

情報の保護に関する条例第１

０条の規定に基づき個人情報

に関する適正な管理体制の強

化を図られたい。 

発生事例について係内会議にお

ける議題に取り上げ、情報共有する

ことにより他の業務についても注

意喚起を行った。全ての業務におい

て、複数人に納付書等を送付する場

合は、封入時にダブルチェックを行

ってから封緘
かん

し、送付することを徹

底した。 

子ども家庭部 

子育て支援課 

 

調定額通知

書の送付時

期 

子ども宅食プロジェクト寄

付金については、毎月複数の

納人からの収納が見込まれる

ため、会計事務規則第２２条

第１項の規定の適用により、

当月内に納付のあった寄附金

を取りまとめて翌月５日まで

に会計管理者に調定額を通知

することとされているにもか

かわらず、期日に遅延して通

知が行われていた。本件は、

平成３０年度定期監査結果に

おいて同様の処理が行われて

いたことから指摘事項とした

子ども宅食プロジェクト寄付金

については、全額を事業の財源とし

ており、基金の管理も必要なことか

ら、入金の確認（特にクレジットカ

ード納付分）・集計作業を徹底して

いるため、調定手続が遅延してお

り、３１年度当初も同様の事務処理

となっていた。 

元年度定期監査において再度の

指摘を受けた後、改めて入金確認・

集計作業・調定の手順等を整理し、

会計事務規則にのっとった処理と

なるよう改善している。 

子ども家庭部 

子育て支援課 
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ところであるが、その後、改

善がなされていない。会計事

務規則に基づく会計管理者へ

の通知を確実に実行する体制

を構築の上、速やかに改善を

図られたい。 

 

〇契約関係 

指摘事項 指摘内容 指摘事項に対する措置結果 部 課 

適正な見積

書の徴取 

契約事務規則第４１条にお

いて、「契約担当者は、随意契

約によろうとするときは、契

約条項その他見積りに必要な

事項を示して、なるべく二人

以上から見積書を徴さなけれ

ばならない」とされている。

しかし、見積書の徴取がなさ

れていない契約が文京清掃事

務所で３件、第一中学校で１

件、茗台中学校で１件見受け

られた。契約事務規則に基づ

き見積書を徴し適正に契約事

務を処理されたい。 

契約事務規則に基づき、適正に契

約事務を処理するよう所内で確認

を行った。 

資源環境部 

文京清掃事務所 

 

 

〇資産等の管理 

指摘事項 指摘内容 指摘事項に対する措置結果 部 課 

物品の不適

切な廃棄処

分手続き 

・生活衛生課の一酸化炭素自

動測定記録計（取得価額

610,000 円）については、当

該物品を廃棄していたにもか

かわらず、物品管理規則第２

８条に定められている組替え

及び廃棄の手続を行わず、供

用備品現在高調書に登載して

いたままであった。また、不

存在であるにもかかわらず自

・供用備品管理の重要性について

は、監査結果を共有することにより

課員の認識を改め、全ての備品につ

いて調書登載情報と現存品との照

合を行った。また、自己検査につい

ては、保健衛生部内において、所管

課による定期的な現物確認の実施

状況を確認するとともに、可能な限

り、検査時の目視によるダブルチェ

ックを実施することとした。 

保健衛生部 

生活衛生課 
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己検査における会計管理者へ

の報告では存在している旨実

態と異なる報告をしていた。

このため平成３０年度決算の

付属書類である財産に関する

調書において現在高として登

載されることとなった。 

物品の適正な管理及び決算

書類の正確性の観点から問題

であり、今後このようなこと

のないよう改善を行うととも

に、適切に内部統制体制を構

築されたい。 

 

・次に、幼児保育課の食器洗

浄機（取得金額 800,000 円）

については、平成３１年４月

に当該物品を廃棄していたに

もかかわらず、物品管理規則

第２８条に定められている組

替えの手続を行わず、８月ま

で供用備品現在高調書に登載

されたままであった。 

また、平成３０年度定期監

査結果において組替えの手続

を行うことなく廃棄された幼

児保育課（保育園）の物品４

点については、指摘事項とし

たところであるが、令和元年

９月まで組替えの手続が行わ

れていなかった。 

物品管理規則に基づく組替

え等の手続を実行する体制を

構築し、速やかな処理の徹底

を図られたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・食器洗浄機及び４件の備品廃棄処

分につき、組替えの手続が行われて

いなかった件については、手続をし

たものと誤認し、担当係内での情報

共有や園との連携ミスが重なった

ことによるものである。 

今回の事案を係内で共有し、担当

者の明確化や係長による進行管理

の徹底に加え、園との連絡体制を強

化することで、再発防止に努めてい

く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子ども家庭部 

幼児保育課 
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２ 事務及び事業に関する意見に対する措置状況 

事務・事業 意見内容 意見に対する措置結果 部 課 

地域子育て

支援拠点助

成 

運営団体が建物の貸主に支

払った敷金の取扱いについて

は、事業終了時に敷金が返還

される場合も考慮し、疑義が

生じることのないよう速やか

に検討し、地域子育て支援拠

点事業運営費等補助要綱にお

ける取扱いの明確化を図られ

たい。 

 敷金の取扱いについては、本事業

に係る施設修繕費用及び原状回復

費用負担と一体的に整理する必要

がある。    

本件については、補助内容の明確

化と事業の安定運用に資する補助

制度を整備できるよう検討してい

く。 

子ども家庭部 

子育て支援課 

 

３ 組織及び運営の合理化に関する意見に対する措置状況 

事務・事業 意見内容 意見に対する措置結果 部 課 

支払遅延に

おける大き

なリスク事

案の発生と

内部統制に

ついて 

前期の定期監査に引き続き

後期の定期監査においても、

支払遅延を重点的に監査の対

象としたが、後期でも支払い

遅延の事例は多く見受けられ

た。特に、育成室運営業務委

託の支払遅延については、年

間業務委託の各月（１２回）

払でありながら、年度内に全

く検査、支払が実施されず、

年度を越えて検査、支払が行

われた。結果的に、遅延利息

を発生させるとともに約２８

００万円にのぼる国、都交付

金の返還が予定されるなど、

区にとって業務上の大きなリ

スク事案が生じている。この

ような事案の発生は区民から

の信頼を損なうことに繋がり

かねない。 

これは適正な予算執行、契

約事務、会計処理について職

員として必要な知識や業務の

適正な執行に対する意識が不

足しているとともに、管理職、

係長による業務管理を含めた

組織的な統制体制が十分でな

いことに起因するものと考え

られる。 

このようなリスク事案が再

発することのないよう全庁を

挙げて現状の課題を把握し、

ＩＣＴの活用や組織体制の整

備など対応策を十分検討し、

支出漏れを防止するため、財務会計

システムの契約管理支援システムに

おいて、既存の契約情報検索機能に負

担行為額、支払額を年度指定して一括

で確認できる検索機能を追加すると

ともに、歳出簿及び歳出簿（複数科目

指定）において、総価単価契約に係る

発注情報を記載する機能を追加した。 

企画政策部 

情報政策課 

 

 

 

内部統制体制の構築については、総

務省のガイドラインの趣旨を踏まえ

つつ、区の現状に応じた内部統制制度

を令和２年度から導入し、取り組んで

いく。 

具体的には、各課は、内部統制に関

する方針に記載された内部統制の対

象とする事務について、リスク評価を

行い、重要性の大きいリスクに対して

優先的に対応策を講じることで、リス

クの発現を未然に防止することに努

めることとなる。 

 また、文京区内部統制推進本部の開

催や内部統制対象事務を全庁的に所

管する部署等と連携することにより、

内部統制制度について、組織的かつ効

果的に推進していくとともに、継続的

に見直しを行いながら、業務の適正な

執行の確保を図っていく。 

総務部 

総務課 

 

 

 

組織的な統制体制をさらに強化し

ていくため、管理職及び係長にはマネ

ジメント研修の中で、業務管理の重要

性を促すとともに、他の職層において

は、職員育成基本方針に基づき、誠実、

公正な職務遂行を実現できるよう、引

き続き研修を実施していく。 

総務部 

職員課 
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内部統制体制の構築に徹底的

に取り組まれるよう、強く望

むものである。 

毎年実施している契約・検査事務説

明会において、契約手続の流れ等につ

いて説明しており、あわせて、この資

料については O ドライブで提供して

いるので活用するよう、周知している

ところである。 

また、歳出簿を用いて支出を管理し

たときに総価単価契約は契約決定後

に何も表示がされず、支出すべき案件

であることを見落とす可能性がある

ため、今年度、歳出簿上で現在契約中

の総価単価契約の発注情報を確認で

きるように、財務会計システムを改修

したところである。 

あわせて、契約情報検索機能におい

て、負担行為年度を指定して当該年度

における契約行為及び契約金額と、そ

れに伴う負担行為額、支出命令額等を

確認することができる検索機能を追

加した。 

このことによって、支出漏れ等のミ

スの発生を防ぐことができるものと

考えている。 

総務部 

契約管財課 

会計事務の統括部署として、年度当

初及び９月に会計事務の適正な執行

について、会計管理者から各部長宛て

文書により、全庁職員への指導を求め

たところである。さらに、令和元年度

においては、年度末の３月、契約等の

支出負担行為に当たっては、文京区予

算事務規則等に基づき、「進行管理シ

ート」等により所属内での情報共有を

図りながら、所要の手続を適正に行う

よう改めて求めた。 

 また、支払手続の遅れが認められた

場合には、その事態が起こった事実関

係を確認させた上で、組織として具体

的な再発防止策を講じることに重き

を置いて個別に指導している。 

 支払手続の遅れは、文京区として相

手方（債主）への支払を遅延させ、ひ

いては本区の信用を失墜させること

につながるものであることを全庁的

に徹底し、令和２年度からの、内部統

制体制の具体的な運用において、各部

が主体的に会計事務の適正な執行が

できるよう、更に力を注いでいく。 

会計管理室 
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物品の管理

について 

前期に引き続き後期の定期

監査においても、複数の部署

で、物品の存在が確認できず、

物品の適正な保管、現品の確

認及び物品管理規則上必要な

廃棄等の事務手続がなされて

いない例が見受けられた。特

に、特別備品において決算書

の財産に関する調書に物品の

表示があるにもかかわらず、

現品を適切に確認することが

できていない部署もあった。

各部署においては、自己検査

のチェックリストに基づく現

品の確認等、物品管理規則に

基づき適正な管理を行うとと

もに、物品事務統括部署にお

いては全庁的に物品管理規則

に基づいた物品の適正な管理

が行われるよう、十分に指導

を行うよう望むものである。 

自己検査については、令和２年度の

「物品会計の自己検査チェックリス

ト」の検査項目に備品の供用状態が財

務会計システムに正しく入力されて

いるかを確認する項目を新たに追加

するなど、各部における自己検査の実

効性を高めたところである。 

 また、物品事務の統括部署として

は、本年度当初に会計管理者から各部

長宛て文書により、出納通知者及び供

用者に対して物品の管理に係る根拠

規定の理解を改めて求め、物品の適正

な管理について全庁的な注意喚起を

行った。 

今後、内部統制体制の具体的な運用

において、各部のリスク対応策の実施

の際に意見を求められた場合には適

切な助言を行うなど、全庁的に物品管

理が適正に行われるように指導して

いく。 

会計管理室 

 

契約事務に

ついて 

後期の定期監査においても

前期に引き続き、見積書の不

備、契約関係書類間での日付

の齟齬、仕様書の記載等の不

備などが見受けられた。これ

らの不備は契約事務の知識不

足、上司による不十分なチェ

ック等に起因すると考えられ

る。各部署においては、担当

者に限らず、管理職、係長に

ついても正確な契約事務に関

する知識に基づいて組織的に

確認を行うなど内部統制体制

を適切に構築することが必要

である。また、統括部署にお

いては、契約事務について職

員に対し周知を図る機会を増

やすとともに、全庁掲示板等

を活用し、職員が必要な知識

をいつでも容易に得ることが

できるような環境を整備する

など適正な契約事務の執行が

組織的に確保されるよう取り

組まれたい。 

毎年実施している契約・検査事務説

明会において、契約手続の流れ等につ

いて説明しており、あわせて、この資

料については O ドライブで提供して

いるので活用するよう、周知している

ところである。 

引き続き、分りやすい資料になるよう

精査していく。 

総務部 

契約管財課 

 

 


